
608 

168 

549 

234 

539 

18 

0 

167 

105 

92 

1 

25 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

臨時的経費の財源(万円)

一般財源 特定財源

0 0 0 0 0 0 0 

998 

0 0 0 0

H27 H28 H29 H30 R1 R2

普通建設事業費の財源(万円)

一般財源 特定財源

51 49 
67 

34 25 27 

190 203 
191 

139 154 

25 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

経常的経費の財源(万円)

一般財源 特定財源

政策4 地域での支え合いを基本とした協働を推進するまち 施策02 国際交流・地域間交流の推進

企画課

85

189 192

140 143

126

200

H27 H28 H29 H30 R1 R2

国際交流協会会員数（人・団体）

指標 目標

85.0% 53.0% 56.3%

76.0%
60%

H27 H28 H29 H30 R1 R2

事業参加後、国際的視野の広がり率（国際関係専攻の

高校・大学への進学、留学希望率）（％）

指標 目標

350

170

421

162

6

380

H27 H28 H29 H30 R1 R2

国際交流事業への参加者（ホストファミリーや各種交

流事業への参加者）（人）

指標 目標

本市は、平成2年にクレア＆ギルバートバレー町（豪州）と姉妹都市縁組を、平成15年に蔚山（うるさん）広
域市東区（とんく）文化院（韓国）と文化交流協定の締結、平成27年には東区庁と友好協力都市協定、メンロー
パーク市（米国）と文化交流協定を締結し、青少年の相互派遣を中心とする交流を行っており、市民の国際感覚
の醸成に努めています。
しかし、こうした交流は参加者とその家族に限定され、さらに一過性で終わってしまいがちなことから、継続
して交流に関わっていける仕組みをつくり、交流の輪を広げていく取り組みが必要です。また、市民参加型の交
流が必要なことから、本市の国際交流団体である備前市国際交流協会が自立して運営できるよう支援が必要で
す。
青少年の相互派遣を中心とした交流から、経済分野や文化・芸術分野にも交流を拡大していくとともに、在住
外国人が安心して生活できる社会の構築が求められています。

現状と課題

成果指標

指標の説明・・・
市民が市や備前市国際交流協会が実施する国際交流事業に関わった人数、相互派遣事業参加者の継続的な交流
の状況、国際交流ヴィラを活用した交流人数を把握します。
国際交流協会の会員数や事業への参加者が増えれば、より多くの市民の国際理解が進みます。

537 560 553

383
430

70

600

H27 H28 H29 H30 R1 R2

国際交流ヴィラ利用者数（人）

指標 目標



課題
課題に対する主な取

組
概要

臨経
区分

予算執行
（万円）

特定財源
（万円）

アウトプット
（どのくらいの事業や取組

を行ったか）

アウトカム
(どれだけの成果が得られた

か）

在住外国人が安心して生
活できる社会の構築

外国人相談窓口の開設
本庁・各総合支所に、通訳、翻訳機等を活用した多言語相談窓口を設置し、外国人の相
談等に応じる。（備前市国際交流協会助成事業）

臨時的経費 39万円 24万円
各相談窓口への翻訳機の設置
（3台）
ベトナム人通訳の配置

相談件数 9件
病院問診票、住民異動届、ごみカレ
ンダー等のベトナム語翻訳及びベトナ
ム人への情報発信

在住外国人が安心して生
活できる社会の構築

日本語教室の開催
在住外国人を対象に、生活に必要な日本語や日本文化、習慣を勉強する機会を提供す
る。
（まなび創生会助成事業）

臨時的経費 23万円 23万円
9月～2月 毎月2回 12回開
講

受講者数 13名

市民の国際感覚の育成
姉妹都市等訪問団受け
入れ事業

オーストラリア・アメリカ・韓国からの訪問団を受け入れ、市民宅へホームステイすることにより、
外国人と接する機会を提供する。

―
0万円

（当初予算額440
万円）

―
R2年度はコロナウイルス感染拡
大により事業実施を延期

―

交流の輪を広げていく取り組
み

アメリカ中学生とのペンパル
事業

アメリカ・メンローパーク市の中学生と備前市内中学生とのメールによる文通 ― 0万円
―

市内全中学校へ募集 参加者数 6名

備前市国際交流協会の自
立支援

英会話教室の開催 国際交流協会会員の英語力向上を目的に、外国人講師による英会話教室を開催 臨時的経費
2万円

(経費と参加費差額
を補助金から補填)

―
9月～3月 毎月2回 14回開
催

受講者数 7～11名（延べ123
名）

課題に対する主な取組

施策の評価

一
次
評
価
者

役職 企画課長
新型コロナウイルス感染症の影響により予定していた姉妹都市等訪問団の受入れは延期となったが、コロナ禍における国際交流事業のあり方として、オンラインによる交流事
業（ペンパル）を実施することができた。また、市内在住外国人の約半数を占めるベトナム人のため、相談業務にベトナム人通訳を配置し、相談だけでなく利便性向上のた
め病院問診票、住民異動届、ごみカレンダー等のベトナム語への翻訳を行った。また、通訳を通じてベトナム人への情報伝達、情報収集を行い、この取組による一定の成果
はみられた。
今後、オンラインによる交流事業の強化、また、国際交流協会、国際交流センターを中心に情報の発信や交流の機会の創出が必要である。

氏名 桑原淳司

二
次
評
価
者

役職 市長公室長
姉妹都市等との相互交流事業は、新型コロナウィルスの感染状況を勘案した上で、可能であれば実施してください。
外国人の生活の利便性向上のため、様式の翻訳をベトナム語だけでなく他の言語のものも作成することも検討しましょう。

氏名 佐藤行弘

政策4 地域での支え合いを基本とした協働を推進するまち 施策02 国際交流・地域間交流の推進


